
27年国調 268,800 人

22年国調 271,460 人  

増減率 -1.0 ％

R1.1.1 266,349 人 第１次 面積 41.72 K㎡

H31.1.1 266,943 人 人口密度 6,443 人
増減率 -0.2 ％ 新産 ×

第２次 工特 ×

低開発 ×

決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 産炭 ×

39,579,752 38.8 36,185,018 66.1 第３次 山振 ×

439,432 0.4 439,432 0.8 離島 ×     （千円）     （千円）

51,487 0.1 51,487 0.1 過疎 × 101,997,569 101,869,670
237,693 0.2 237,693 0.4 半島 × 100,525,222 101,001,104

136,927 0.1 136,927 0.3 首都 × 1,472,347 868,566

4,521,777 4.4 4,521,777 8.3 近畿 〇 87,422 121,562

- - - - 構成比 超過課税分 中部 × 1,384,925 747,004

- - - - 91.4 市町村圏 × 637,921 710,110

124,727 0.1 124,727 0.2 91.4 特定農山村 × 396,145 57,586

- - - 0.0 44.5 財政再建 × 94,300 78,400

38,826 0.0 38,826 0.1 1.1 指数表選定 〇 - - 
615,795 0.6 615,795 1.1 34.9 財源超過 × 1,128,366 846,096

12,175,745 11.9 11,610,268 21.2 1.9

11,610,268 11.4 11,610,268 21.2 6.6

565,477 0.6 - - 41.6

57,922,161 56.8 53,961,950 98.6 40.9

34,393 0.0 34,393 0.1 0.9

933,037 0.9 - - 0.9

1,131,077 1.1 485,873 0.9 0.0

551,998 0.5 8,012 0.0 4.3
23,259,840 22.8 - - - 

53,004 0.1 53,004 0.1 - 

7,628,240 7.5 - - - 

137,717 0.1 86,509 0.2 8.6 議員公務災害 × し尿処理 × R1.8.1

144,784 0.1 - - 8.6 非常勤公務災害 × ごみ処理 ○ R1.8.1

238,494 0.2 - - 0.0 退職手当 × 火葬場 〇 R1.8.1

868,566 0.9 - - - 事務機共同 × 常備消防 × H7.7.1

1,185,516 1.2 110,588 0.2 8.6 税務事務 × 小学校 × H7.7.1

7,908,742 7.8 - - - 老人福祉 × 中学校 × H7.7.1
- - - - - 伝染病 × その他 〇

4,532,442 4.4 - - - 
101,997,569 100.0 54,740,329 100.0 100.0

31,749,687 31,289,794

43,366,225 42,071,492

40,889,499 40,242,394

決算額 構成比 充当一般財源等 （Ａ）の充当一般財源等 57,032,209 56,521,736

17,338,048 17.2 15,922,469 501,364 0.75 0.76

11,631,484 11.6 10,750,646 6,374,430 2.4 1.3

37,456,076 37.3 11,099,512 24,048,701 96.0 93.7

8,800,593 8.8 8,757,572 7,152,088 13.6 14.0

元利償還金 8,797,767 8.8 8,754,746 172,885 実質赤字比率（％） - - 

一時借入金利子 2,826 0.0 2,826 136,372 連結実質赤字比率（％） - - 

63,594,717 63.3 35,779,553 375,248 実質公債費比率（％） 5.1 5.8

9,876,494 9.8 8,085,930 6,301,786 将来負担比率（％） 10.0 16.1

448,773 0.4 441,223 2,558,406 財調 6,236,353 5,840,208

9,393,464 9.3 8,682,085 6,687,712 減債 - - 

838,153 0.8 516,803 5,230 特定目的 2,413,577 2,492,819

10,052,492 10.0 7,967,263 8,757,572 97,209,209 97,558,523

555,384 0.6 384,255 - 74,362,404 73,750,889
801,247 0.8 509,005 - 物件等購入 - - 

- - - 63,071,794 保証・補償 - - 

5,802,651 5.8 1,222,480 179,864 その他 10,125,619 11,226,607

371,697 0.4 371,697 千円 △ 263,471 実質的なもの - - 

普通建設事業費 5,732,689 5.7 1,217,250 37,528 171,341 108,971

　うち補助 2,303,169 2.3 111,542 100.4 ％ % 59,056 - - 

　うち単独 3,383,195 3.4 1,104,919 合  計 99.3：97.9 99.3：97.7

災害復旧事業費 69,962 - 5,230

失業対策事業費 - - - 

100,525,222 100.0 63,071,794 千円
保険給付費 343

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

※普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

※産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。

※住民基本台帳法の改正により、住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

職員数（人）

    （単位　千円・％）

　うち軽自動車税 359,579 - 

　うち環境性能割 5,838 - 

1,689一般職員

99.2：97.7

4,336,963

病院

（減収補てん債（特例
分）及び臨時財政対策
債除く）

59.9

0.0

0.8

99.3：97.6

5,732,689

16,033,693

再差引収支

被保険者数（人）上水道

合計

下水道

8.8

民生費

土木費

69,962

公債費

0.1

0.9

199,740

920,778

災害復旧費

2,826

35,502,549

7,678,108

439,568

11,099,474

8,663,245

8,660,419

- 

性  質  別  歳  出  の  状  況　　（単位 千円・％） 目  的  別  歳  出  の  状  況　　（単位　千円・％）

532,897 

人件費

構成比区　分 決算額(A)

歳 出 合 計

投資・出資金・貸付金
積立金

前年度繰上充用金

内
 
 
訳

経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計

経　常　収　支　比　率

2,794,769

　うち人件費

投資的経費

　うち一部組合負担金

繰出金

495,001

7,327,509

- 
488,839

国民健康保険

- 

12.4

- 

その他

1,540,946

103,292

介護サービス 503

債

務

負

担

行

為

額

（

支

出

予

定

額
）

収益事業収入

64,544,141

99.2：97.8

99.4：97.8
純固定資産税
　現年分：計

保険税（料）収入額

国庫支出金
7,257,220

加入世帯数(世帯）

会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実質収支

被保険
者一人
当り

- 
- 

現
年
：
計

徴
収
率
　
％

市町村民税
　現年分：計

100.0

諸支出金 - - 
前年度繰上充用金 - 

うち公的資金

議会費

総務費

13.6

14.6 労働費

消防費

教育費

13.0

農林水産業費

商工費

52,627,221

- 

18.7

14.6 衛生費

52.4

- 

- 

185,135

0.2 112,581

415

8,800,593

8,279,173

0.2

- 

実質収支比率（％）

経常一般財源等比率（％）

8,979,007 8.9

104,879

446,286

259,854 公債費負担比率（％）

7.47,404,485

9,795,840 9.7

2,761,768

8.2

2.7 188,124

2,324,711

健
全
化
判

断
比
率

単年度収支

八尾市
1-6 地方交付税種地

実質収支

大阪府

2,295,839

積立金

繰上償還金

6,100

標準税収入額等

積
立
金

現
在
高

区　分

6,960

6,500

6,545

財政力指数 

1

501,520 0.5

7,070

標準財政規模

一人当たり平均給料
(報酬)月額(百円)

適用開始年月日

令和元年度(千円単位) 平成30年度（単位千円）

7,000

- 

(A)のうち普通建設事業費

議会議長

議会議員

1

26

基準財政収入額

基準財政需要額

議会副議長

- 

- 
一部事務組合加入の状況

　うち技能労務員

教育公務員

実質単年度収支

- 

532,897

33,485

36,174,194

2,629,185

16,482,929

427,453 積立金取崩し額

532,897

532,897

区　分

31.2

合　計
臨時職員

　うち消防職員一
般
職
員
等

区　分

- 

　　　法人税割

17,618,427

収入済額

36,174,194

   市  町  村  税  の  状  況

72,71872,173

68.8

　　市町村民税

　　　個人均等割

平成３０年度

産 業 構 造

区分 ２７年国調

983

0.9 0.9

２２年国調

31,799

区　分

市町村類型

27 2124

団体名都道府県名

収
 
支
 
状
 
況

歳入総額

532,897

歳入歳出差引

翌年度に繰越すべき財源　

指定団体等
の指定状況

手数料
国庫支出金

繰越金

諸収入

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

軽油引取税交付金

　　　法人均等割

自動車取得税交付金

物件費

維持補修費

内
訳

公債費

（義務的経費計）

歳 入 合 計

補助費等

都道府県支出金

財産収入

区　分

　うち減収補てん債特例分

　うち臨時財政対策債

寄附金

繰入金

  うち職員給

扶助費

区　分

地方税

地方譲与税

利子割交付金
配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方債

地方特例交付金

地方交付税

自動車税環境性能割交付金

国有提供交付金

　普通交付税

分担金・負担金

　特別交付税

交通安全対策特別交付金

使用料

令和元年度

決 算 状 況
1,004

（一般財源計）

人　口

住民基本
台帳人口

30.3

地方消費税交付金

　　　所得割

固定資産税

　うち純固定資産税

特別土地保有税

目的税 3,405,558

鉱産税
市町村たばこ税

365,417

15,739,830

経常収支比率経常経費充当一般財源等

　　　都市計画税

旧法による税

- 

26.6

法定外目的税
　　　水利地益税等

- 

39,579,752合　計
- 

16,203,582

法定目的税

軽自動車税

- 

- 

　　　入湯税

　　　事業所税

13,820,629 - 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

741,160

地方債現在高

3,394,734

- 

法定外普通税

3,405,558

1,725

1

定　数

1

副市区町村長

土地開発基金現在高

0.8

100,525,222

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

108.7

- 

100

歳　出　合　計

歳　入　一　般　財　源　等

59,497,882

                        歳  入  の  状  況

8,061,309

0.7

普通税

　法定普通税

67.8

10,824

- 
1,707,421

（単位　千円・％）

中核市

令和元年度

268

36

- 

- 

- 

- 256

- 

2

教育長

特別職等

市区町村長

- 

- 

歳出総額


